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人 事 異 動 方 針 

 

令和４年４月１日 

 

新型コロナウイルスは変異と流行を繰り返し、未だ収束の見通しが立たない

状況にある中、保健所をはじめ全庁的に一丸となって感染対策に対峙すること

に重点を置くとともに、ポストコロナ時代を見据えた未来社会を考え、第５次総

合計画に沿って市民の皆様が住みやすいまちづくりの実現に向け、限られた人

材を有効に活用することとします。 

市民サービスの充実と組織力の更なる強化を図るために、喫緊の課題である

第６波に対して切れ目のない感染対策を講じていくこと、組織全体で継続的に

女性職員の活躍の推進を図ること、年功序列的な考えにとらわれず意欲と行動

力がある人材の登用することを基本理念とし、異動規模は必要最小限に抑制し、

時代の変化に柔軟に対応できる多角的な視点をもった若手職員や女性職員の積

極的な登用を図ります。 
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１ 令和４年度組織改正の概要（市長部局） 

 

（１）部のかいの新設に伴う改正 

◆子ども未来部の「かい」に子どもセンターを設置することに伴い、児童相談

所設置推進課を廃止する。また、同センター内に子育て相談課を置くととも

に、新たに一時保護課及び子ども支援課を新設する。 

◆子育て相談課において、同センターの維持管理業務の所管として総務係、子

ども発達センター業務の所管として発達支援係を新設する。 

◆一時保護課において、児童の一時保護業務の所管として保護係を新設する。 

◆子ども支援課において、児童相談所関連業務の所管として、判定係、支援調

整係、子ども支援第一係を新設する。また、子育て相談課から要保護児童対策

地域協議会関連を所管する相談支援第一係及び相談支援第二係を移管し、それ

ぞれ子ども支援第二係及び子ども支援第三係に改称する。 

 

（２）課の新設 

◆都市政策課において、まちづくり構想係及びまちづくり事業推進係を廃止

し、まちづくり構想係の業務を所管する部署として、グループ制に変更する。 

◆バリアフリー関連業務について、ソフト及びハード事業を一体として取り組

む体制とするため、都市整備部に交通バリアフリー推進課を新設する。福祉部

福祉政策課からバリアフリー関連業務を、また、都市整備部都市政策課から交

通政策業務をそれぞれ新設課に移管する。 

 

（3）室の廃止 

◆財政課において、新たな行財政改革を予算編成等含めて、課内一体となり業

務を進めるため、行財政改革推進室を廃止し、行革推進係を新設する。 

 

（４）係の名称変更・廃止・統合 

◆名称を所管業務に準じた明瞭なものとするため、納税課において管理係をふ

るさと納税係へ改称する。 

◆斎苑管理課において、新斎苑の建設が完了し、その管理運営を指定管理者制

度により行うことによる直営業務縮小に伴い、生活環境係と斎苑係を廃止し、

グループ制へ変更する。 

◆地域づくり推進課において、市民参画及び協働によるまちづくりや地域自治

協議会の活動を総合的かつ効率的に進めるため、協働推進係と地域自治推進係

を統合し、地域自治・協働推進係に改称する。 

◆新型コロナウイルスワクチン接種推進課において、集団接種業務の縮小に伴

い、集団接種係を個別接種係に統合し、接種係に改称する。 

◆リサイクル推進課において、業務の一部委託化による直営業務縮小に伴い、

収集再生第二係を収集再生第一係に統合し、再生資源収集係に改称する。 

◆営繕課において、教育施設建築物に関連する主たる業務を教育部教育施設課

へ移管し、営繕課内の業務を再編成することに伴い、耐震・教育施設係を廃止

する。また、営繕課を建築デザイン課へ改称する。 
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【市長部局の組織数及び増減】 

 部 部のかい 課 課のかい 係 

令和３年４月１日現在 10 4 76 １１ 20６ 

令和４年4月1日現在 10 ５ 7８ １０ 208 

増減 0 １ ２ -１ ２ 

 

 

 

２ 人事異動の規模（市長部局） 

  令和３年度 令和４年度 

課長補佐級以上 1４7名 １３５名 

係長級以下 ２６５名 ３０３名 

計 41２名 ４３８名 

 

 

 

３ 人材派遣・人事交流（市長部局） 

派遣・研修等 令和３年度 令和４年度 

国への派遣 
５名 

（外務省１名、経済産業省１名、 

 国土交通省２名、内閣府１名） 

５名 
（外務省１名、経済産業省１名、 

 国土交通省２名、内閣府１名） 

他自治体への派遣 ４名 
（奈良県４名） 

５名 
（奈良県５名） 

その他団体等への派遣 

４名 
（奈良市観光協会２名、 

  日本貿易振興機構１名、 

新公益連盟１名） 

５名 
（奈良市観光協会２名、 

  日本貿易振興機構１名、 

新公益連盟１名、 

アジア太平洋観光交流センター1名） 
 

 

 

４ 管理職平均年齢・最年少年齢（市長部局等） ※就任時年齢 

 
令和３年度 令和４年度 

平均 最年少 平均 最年少 

部長級 57.9歳 52歳 57.8歳 48歳 

次長級 56.7歳 50歳 56.4歳 50歳 

課長級 53.3歳 48歳 53.4歳 45歳 

主幹級 56.7歳 38歳 55.3歳 39歳 

課長補佐級 50.8歳 33歳 50.8歳 34歳 

係長級 45.8歳 33歳 46.0歳 33歳 

合計 49.8歳 33歳 49.7歳 33歳 
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５ 女性管理職登用率（市長部局等）  

 
令和３年度 令和４年度 

女 男 合計 率 女 男 合計 率 

部長級 4 人 14 人 18 人 22.2% 5 人 15 人 20 人 25.0% 

次長級 6 人 23 人 29 人 20.7% 5 人 23 人 28 人 17.9% 

課長級 20 人 72 人 92 人 21.7% 23 人 70 人 93 人 24.7% 

主幹級 37 人 11 人 48 人 77.1% 35 人 8 人 43 人 81.4% 

課長補佐級 73 人 154 人 227 人 32.2% 74 人 152 人 226 人 32.7% 

合計 140 人 274 人 414 人 33.8% 142 人 268 人 410 人 34.6% 

 

 


